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■ 平成28年度 貸借対照表　（平成29年3月31日現在）

以上のとおり報告します。
平成29年6月7日（水）　 理事長：瀧川 晃一  財務委員長：山崎 比紗子

厳正な監査の結果、上記決算が正確であることを認めます。
平成29年6月7日（水）　 監　事：井手 勝輔  清水 孝悦  三宅 竜司

�¹�¹

�¹ �¹ �¹

資    産    の    部 負    債    の    部
科目 内訳 金額 科目 内訳 金額
現金 656,154 未払金 26,234,703

検定運営委託費 9,488,977
普通預金 198,476,454 検定会場費 7,470,731

三菱東京ＵＦＪ銀行・赤坂見附支店 154,593,555 その他 9,274,995
三菱東京ＵＦＪ銀行・赤坂見附支店 4,664,067
三井住友銀行・赤坂支店 39,217,384
みずほ銀行・赤坂支店 1,448 未払法人税等 確定申告分 70,000

郵便振替 ゆうちょ銀行 317,693 未払消費税等 確定申告分 5,447,800

郵便預金 ゆうちょ銀行 ������������� 前受金 82,227,080
平成 29 年度会費 67,934,000

定期預金 110,000,000 その他 14,293,080
三菱東京ＵＦＪ銀行・赤坂見附支店 110,000,000

預り金 5,543,224
未収金 46,333,737 源泉所得税・住民税 883,171

教材販売未収金 17,046,317 団体保険料預り分 4,660,053
その他 29,287,420

仮受金 誤入金分 1,000
未収会費 28 年度会費 24,000

退職給付引当金 18,000,000
前払費用 14,802,462

東急不動産㈱（事務局家賃） 2,875,022
29年度開催事業関連費 11,927,440

仮払金 旅費仮払 40,000

貸倒引当金 �Ú���������������

棚卸資産 15,927,153
販売用図書ほか 15,927,153

有形固定資産 13,352,088 負債合計 137,523,807
内部造作 17,900,399
器具・備品 7,838,709
減価償却累計額 △ 12,387,020

商標権 商標デザイン料 2,888

ソフトウェア 259,875
ホームページ作成費用 259,875

電話加入権 145,600

差入保証金 27,381,060
事務局事務所保証金 27,381,060

正味財産 292,729,404
退職積立金 2,652,665 前期繰越正味財産額 352,466,856

本年度正味財産増加額 △ 59,737,452
資産合計 430,253,211 負債及び正味財産合計 430,253,211

特定非営利活動法人  日本ネイリスト協会
（単位：円）
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平成29年度  事業計画案承認の件
（平成29年4月1日〜平成30年3月31日）

平成 29年度、日本ネイリスト協会は、ある意味の過渡期を迎えていると言える日本のネイル産業

の再構築のために、サービスを提供するネイルサロン、従事するネイリスト、教育を担うスクール、

商品・システムを提供する製造・流通企業が協力して、日本社会へのさらなるネイルの浸透と、来

る 2020年「東京オリンピック・パラリンピック」を見据えた国際化を実現していく年と位置づけます。

日本のネイル技術の海外展開のために、東南アジアを中心とした海外の団体との提携による国際

ネイリスト検定の初開催を実現し、さらにネイルサロンの衛生管理制度の海外進出を計画して、安全・

安心で高水準な日本式ネイルサービスの進出を図ります。

日本国内に目を向けたとき「少子高齢化」「消費の低迷」などマイナス要因が叫ばれる社会において、

ネイルサービスのターゲット層を拡大し、華美なデザイン志向だけに止まらない、本当の意味での「世

界イチ“指先の美しい国”ニッポン！」を実現するための施策を推進します。

その目的の実現のために、12の委員会が中心となって各分野の活動を推進しながら、横断的なプ

ロジェクトも組織して、業界健全化のための“教育システム”、“検定・資格制度”、“各種認定制度”、

“各種セミナー・講習会”、“ネイル商材の安全性の追及”と共に、業界拡大のための“イベント・コ

ンペティション”、“トレンド発信”、“広報 PR”、“国際交流”など、ネイルに関する多角的な分野を

網羅した積極的な活動を遂行して参ります。

その実行にあたっては、コストパフォーマンスを重視して、効率よく遂行することの意識を、協

会役員と実務遂行者たちが共有して持ちながら、協会の財務健全化をも図って参ります。

以上が、平成 29年度の事業計画の概要です。

第 3号議案
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■ 平成29年度　各委員会 活動案

講師委員会

1. 講師会の組織体制を再構築
2. 認定講師の処遇を見直しワークライフバランスに配慮
3. 全国・地域毎の試験官配置の適正化
4. 海外で実施されるネイル検定試験へ試験官の派遣 

組織委員会

1. より参加しやすい地区大会を目指して規定改正を行い、コンテスト需要の裾野を拡大
2. ネイル体験の場を積極的に提供し、入り口としての「楽しさ」を伝播するとともに、正しい知識、技術を発信
3. 協会主催の地域催事において、実行委員会を組織し、広報活動および運営をサポート
4. 全国 8地区の地区委員会と連携し、業界の動向および協会発信の最新情報を遅滞なく共有

企画委員会

1. トレンドプロジェクトの中心として、トレンドデザイナー制度の改定と発信強化
2. 協会イベントと SNSツールの連携強化し、協会の魅力とブランディングを洗練
3. 検診につながるピンクリボン運動を各協会イベントで展開し、更なる啓発活動を推進
4. 各委員会と横断的に連携し、会員メリットにつながる企画を立案

広報委員会

1. 会員の皆様に向けた会報誌『Natiful』の刷新と次年度に向けての調整
2. 安全・安心なネイルの普及に向けての効果的な情報発信及び広報活動
3. JNAジェルネイル技能検定試験及び各種認定事業の一般向け PR
4. JNA の認知度向上に向けたメディアアプローチ

財務委員会

1. 健全な協会運営のための財政の透明化
2. 委員会・プロジェクト別の予算進捗管理
3. 経費削減・監視の徹底
4. 各種精算の適切な処理と合理化

法制委員会

1. 衛生管理士制度の充実と海外向け制度の推進
2. 安全で安心なネイルサービス環境の拡充
3. ネイル業界およびネイリストが遵守すべきコンプライアンスに関する情報発信の充実
4. “JNAが果たすべき社会的責任”CSRを検証

教育委員会

1. 会報誌、セミナー等を通じて健全なネイル産業のための正しい技術・理論教育に関する情報を発信
2. ネイルサロン、スクールでのネイルケア、ハンドケア、ジェルネイル等のより安全な施術のための技術教育
3. JNA ジェルネイル技能検定試験の要項・審査基準のさらなる整備

4. 試験官推薦団体としてネイリスト技能検定試験（JNEC 主催）への支援を継続
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スクール委員会

1.社会から恒久的に信頼される JNA認定校のための制度管理・推進
2. JNA認定校特典の拡充化の実施
3 .JNA認定校向けに実用かつ実践的な研修会及び会議を全国で開催
4. JNA認定校の認知拡大と入校促進に向けた広報活動強化とブランド力向上

国際委員会

1. 台湾・韓国でのネイル検定試験の実施
2. 他国でのネイル検定試験の実施に向けた調査と準備 
3. 海外で日本のネイル産業や技術を紹介する計画の立案 
4. 訪日外国人（インバウンド）需要の取り込みへ向けた連携 

サロン委員会

1. JNA 認定ネイルサロン制度の改正とさらなる普及
2. 認定ネイルサロン制度加入特典の拡充
3. JNA認定校自校開催による「JNA認定ネイルサロン技術管理者講習会」の全国への普及
4. 認定ネイルサロン限定セミナーの企画立案

プロダクツ委員会

1. 製品及び原材料の品質改善、流通の適正化、企業コンプライアンスの向上など、業界への啓発活動
2. 業界および一般消費者の世論動向を迅速にキャッチし、必要に応じて協会理事会等に具申
3. 関係官庁、関係団体と定期的な情報交換を行い、健全な産業振興のための意見発信
4. 協会主催催事の品位・信用・安全を維持するとともに、来場者、出展者双方の満足度を向上

総務委員会

1. ネイル産業の現状の把握と中長期視点に立った業界健全化のための施策を立案
2. ネイル産業、ネイリストの社会的価値向上のための施策を実施
3. 2020年東京オリンピック・パラリンピックに向けてネイル産業の国際化を推進
4. 関連各省庁、自治体を始め、ファッション界を含む関連各組織との交流を強化

事業計画を円滑に推進するために、以下の特別プロジェクトを設置

¡ 東京ネイルエキスポプロジェクト

¡ アジアネイルフェスティバルプロジェクト

¡ 東京ネイルフォーラムプロジェクト

¡ JNA ネイルカンファレンスプロジェクト

¡ 全日本ネイリスト選手権 地区大会プロジェクト

¡ 認定ネイルサロンプロジェクト

¡ 認定校プロジェクト

¡ ネイルトレントプロジェクト

¡ 海外認証プロジェクト

　・・・・
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■ 平成29年度　主な事業活動案
平成29年（2017年）
  4月  7日（金）  JNAネイルカンファレンス in 名古屋
  4月12日（水）  常任委員会委員長会議（D12会議）
  4月15日（土）−16日（日）  2017年春期ネイリスト技能検定試験 1/2級（JNEC主催）
  4月23日（日）  2017年春期ネイリスト技能検定試験 3級（JNEC主催）
  5月  1日（月）  会報誌「Natiful」Vol.125発行
  5月10日（水）  定例理事会／評議員会
  5月14日（日）  プロダクツ企業 定期報告会
  5月15日（月）〜17日（水）  東京ネイルフォーラム2017
  5月17日（水）  第37期 新認定講師授与式
  5月28日（日）  地区大会〈東京①プロ／大阪①プロ〉
  5月29日（月）〜6月29日（木）   衛生管理指導員講習会（4都市6回開催）
  6月  3日（土）−4日（日）  第16回JNAジェルネイル技能検定試験 
      初級/中級/上級（全国7都市）
  6月  7日（水）  常任委員会委員長会議（D12会議）
  6月18日（日）  地区大会〈仙台／名古屋〉
  6月21日（水）  第12回（平成29年度）通常総会
  6月24日（土）  地区大会〈福岡〉
  6月25日（日）  地区大会〈東京②ジュニア・スチューデント〉
  6月30日（金）  JNA認定校 申請説明会
  7月  1日（土）  会報誌「Natiful」Vol.126発行
  7月  9日（日）−10日（月）  アジアネイルフェスティバル in 大阪2017
  7月12日（水）  定例理事会
  7月15日（土）−16日（日）  2017年夏期ネイリスト技能検定試験 2/3級（JNEC主催）
  7月23日（日）  地区大会〈札幌／大阪②ジュニア・スチューデント〉
  7月31日（月）〜8月3日（木）  秋期認定講師勉強会
  8月  4日（金）〜10日（木）  認定校会議（7都市7回開催）
  8月23日（水）  常任委員会委員長会議（D12会議）
  9月  1日（金）  会報誌「Natiful」Vol.127発行
  9月13日（水）  定例理事会
  9月15日（金）  ネイルカンファレンスin広島
  9月19日（火）  第38期 認定講師資格試験（大阪）
10月  1日（日）〜   JNAピンクリボンネイルアートコレクション
10月11日（水）  常任委員会委員長会議（D12会議）
10月14日（土）−15日（日）  2017年秋期ネイリスト技能検定試験 1/2/級（JNEC主催）
10月22日（日）  2017年秋期ネイリスト技能検定試験 3級（JNEC主催）
11月  1日（水）  会報誌「Natiful」Vol.128発行
11月  1日（水）〜30日（木）  ネイル月間
11月  8日（水）  定例理事会／評議員会
11月11日（土）  ネイルの日
11月12日（日）−13日（月）  東京ネイルエキスポ2017
11月12日（日）  第38期 新認定講師授与式
12月  2日（土）−3日（日）  第17回JNAジェルネイル技能検定試験 
      初級/中級/上級（全国7都市）
12月  6日（水）  常任委員会委員長会議（D12会議）
12月中旬　　　  JNA認定校 申請説明会

平成30年（2018年）
  1月  1日（月）  会報誌「Natiful」Vol.129発行
  1月10日（水）  定例理事会/平成30年 新年会
  1月20日（土）−21日（日）  2018年冬期ネイリスト技能検定試験 2/3級（JNEC主催）
  2月19日（月）〜22日（木）  春期認定講師勉強会
  2月14日（水）  常任委員会委員長会議（D12会議）
  3月  1日（木）  会報誌「Natiful」Vol.130発行
  3月13日（火）  第39期 認定講師資格試験（東京）
  3月14日（水）  定例理事会
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■ 平成29年度 収支予算案　（平成29年4月1日〜平成30年3月31日）

第 4号議案

平成29年度  収支予算案承認の件

支     出     の     部 収     入     の     部
項     目 金　額 項     目 金　額

［事業費］ 771,500,000 ［入会金収入］ 18,000,000

会報編集費 23,000,000 法人会員 1,500,000
開催費 22,500,000 個人会員 2,500,000
講師料（日当） 45,000,000 認定講師特別入会金 11,000,000
会場費 97,000,000 認定校特別入会金 3,000,000
印刷製本費 78,500,000
保険料 1,000,000 ［会費収入］ 130,000,000

助成金支出 500,000 法人会員 60,000,000
検定運営費 14,500,000 個人会員 70,000,000
検定運営費（認定校） 85,500,000
イベント運営費 155,000,000 ［事業収入］ 777,500,000

制作委託費 16,000,000 教材販売収入 120,000,000
システム委託費 63,000,000 検定料収入 290,000,000
その他委託費 19,500,000 検定支援料収入 28,000,000
ホームページ委託費 13,500,000 講習会収入 68,500,000
運営委託費（認定校） 30,000,000 広告掲載料収入 17,000,000
広報宣伝費 14,000,000 コンテスト収入 26,000,000
接待交際費 8,500,000 入場料収入 4,500,000
旅費交通費 50,500,000 出展料収入 214,000,000
通信費 20,000,000 参加料 1,000,000
備品消耗品費 7,500,000 ホームページ広告料 1,000,000
支払手数料 500,000 登録料（サロン） 7,500,000
会議費 4,500,000
雑費・予備費 1,500,000

［管理費］ 154,500,000 ［雑収入］ 2,500,000

人件費 87,500,000 雑収入 2,500,000
通信費 6,700,000
備品消耗品費 4,800,000
修繕費 200,000
顧問料 8,000,000
支払手数料 1,100,000
水道光熱費 450,000
地代家賃 34,500,000
保険料 300,000
租税公課 7,200,000
リース料 950,000
減価償却費 1,400,000
雑費 1,300,000
法人税、住民税及び事業税 100,000
当期支出合計 926,000,000 当期収入合計 928,000,000

［本年度剰余金］ 294,729,404 ［前期繰越剰余金］

前期繰越正味財産額 292,729,404 前期繰越正味財産額 292,729,404
本年度正味財産増加額 2,000,000
支出の部  合計 1,220,729,404 収入の部  合計 1,220,729,404

特定非営利活動法人  日本ネイリスト協会
（単位：円）
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監事選任の件

定款変更の件

平成 29年 3月 15日（水）開催の次期正副理事長会議において、以下の 3名が次期監事候補として選出
されました。（任期：平成 29年 7月 1日〜平成 31年 6月 30日）

【監事候補】 　井手勝輔　　清水孝悦　　三宅竜司

【会長の新設について】

日本ネイリスト協会は、ネイル産業唯一の業界団体という側面を持つとともに、日本最大のネイル技術
者（ネイリスト）集団であり、世界最高峰と称される日本のネイル技術の維持・向上を担って活動しており、
その協会の役割をより明確にするために、技術者のリーダーとして「会長」を置くことについて理事会で
審議を重ね、平成 29年 3月 15日（水）開催の定例理事会において、その新設を決定しました。

第3章　役員
（名誉会長等）
第２０条　 この法人に、名誉会長及び顧問を置くことが

できる。名誉会長及び顧問は理事会で選出し、
理事長がこれを任免する。

２　 名誉会長及び顧問は、理事長の諮問に応じて法人の
活動や運営に助言をすることができる。

第 3章　役員
（名誉会長等）
第２０条　 この法人に、名誉会長、会長及び顧問を置く

ことができる。名誉会長、会長及び顧問は理
事会で選出し、理事長がこれを任免する。

２　 名誉会長、会長及び顧問は、理事長の諮問に応じて
法人の活動や運営に助言をすることができる。

＜改定案＞

第 5号議案

第 6号議案

旧 新

　また、会長の選任と職務について、定款施行細則で下記の通り定めました。

＜定款施行細則＞
第３条　この法人に、会長を置くことができる。会長は理事会で選出し、理事長がこれを任命する。
２　会長は、協会に所属する技術者のリーダーとして協会の活動を統括する。
３　会長は、協会の理事会及び各委員会の活動に提案及び助言をすることができる。
４　会長は、JNA認定講師の中から選任される。
５　会長は、理事を兼ねることが出来る。ただし、監事を兼ねることができない。
６　会長は、常任委員会の委員長を兼ねることができない。
７　会長の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。

　新しい規程における初めての会長として、仲宗根幸子氏が選任されました。（副理事長兼務）任期は制
度発足時の暫定措置として、平成 29 年 7 月 1 日より平成 30 年 6 月末日までの 1年間とし、その後は 2年
間の任期にあわせて隔年で選任を行うことになりました。
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【第 8 章　公告の方法について】

平成 29年 4月の NPO法改正に伴い貸借対照表の公告が義務となりましたが、東京都のガイドラインに
従い、貸借対照表の公告については法人の主たる事務所の掲示場に掲示する旨の記載を追加します。

【変更後の定款の施行日】

最終ページに附則を追加し、変更後の定款は東京都の認証を受けた日より施行されることを明記します
（日付は認証日を記入するため、実際に認証が下りるまでは空欄にしておく）。

第３章　公告の方法
第５４条　 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示

するとともに、官報に掲載して行う。

（新規追加）

第３章　公告の方法
第５４条　 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示

するとともに、官報に掲載して行う。ただし、
法第２８条の２第１項に規定する貸借対照表
の公告については、この法人の主たる事務所
の掲示場に掲示して行う。

附則
この変更された定款は、東京都より認証を受けた
平成　年　月　日より施行する。

＜改定案＞

＜改定案＞

旧

旧

新

新

第 3章　役員
（種別及び定数）
第１３条　この法人に次の役員を置く。
　　（１）理　事　１０人以上２２人以内
　　（２）監　事　１人以上３人以内
　２　 理事のうち、１人を理事長とし、副理事長及び専

務理事を若干名置くことができる。

（選任等）
第１４条　 理事は、理事会において選任し、総会に報告

する。
　２　 理事長、副理事長及び専務理事は、理事の互選と

する。
　３〜６　（略）

（職務）
第１５条　 理事長は、この法人を代表し、その業務を総

理する。
　２　 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故があ

るとき又は理事長が欠けたときは、理事長があら
かじめ指名した順序によって、その職務を代行す
る。

　３　専務理事は、法人の常務を処理する。
　４・５　（略）

第 3章　役員
（種別及び定数）
第１３条　この法人に次の役員を置く。
　　（１）理　事　１０人以上２２人以内
　　（２）監　事　１人以上３人以内
２　 理事のうち、１人を理事長とし、副理事長、専務理
事及び常務理事を若干名置くことができる。

（選任等）
第１４条　 理事は、理事会において選任し、総会に報告

する。
　２　 理事長、副理事長、専務理事及び常務理事は、理

事の互選とする。
　３〜６　（略）

　（職務）
第１５条　 理事長は、この法人を代表し、その業務を総

理する。
　２　 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故があ

るとき又は理事長が欠けたときは、理事長があら
かじめ指名した順序によって、その職務を代行す
る。

　３　専務理事及び常務理事は、法人の常務を処理する。
　４・５　（略）

旧 新

【常務理事の新設について】

協会の組織体制を強化するために、平成 29年 5月 10日（水）開催の定例理事会において、新たに常務
理事を置くことが決定し、初めての常務理事として木村俊弥氏が選任されました。
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理事・評議員改選の件　他
報告事項

1. 役員等の改選について

　平成 29年 1月 11日（水）、2月 15日（水）に役員等選任委員会を開催し、次期理事 21名が選出され、
評議員候補者が選任されました。さらに 3月 15日（水）開催の次期理事による会議において、次期理事長、
副理事長が選任されました。さらに、第 6号議案で説明があった様に、5月 10日（水）開催の理事会に
おいて、新たに「常務理事」を設けることが決定しました。

　【理事】21名（任期：平成 29年 7月 1日〜平成 31年 6月 30日）
　理　事　長：瀧川晃一
　副理事長：藤原洋二（兼専務理事）　  仲宗根幸子　水野義夫
　理　　事：金子実由喜　木下美穂里　山崎比紗子　北村智恵　萩原直見　菅野益也
　　　　　　鈴木政信　　久米健市　　髙野恒樹　　松浦正広　瀧川裕史　兼光アキ子
　　　　　　中村富玖実　萩野眞　　　髙宮邦彦　　廣田直子　木村俊弥（常務理事）

　【評議員】45名（任期：平成 29年 7月 1日〜平成 31年 6月 30日）
　池谷真理子　井筒貴子　伊藤朋子　　岩崎正幸　　遠藤淳子　小笠原弥生　小川浩美　　小倉規布佳
　金井智子　　川合昭　　北島美樹　　北村昌人　　木下ユミ　倉えりか　　黒崎えり子　小池貴美子　
　小橋涼子　　佐藤伸一　ジェニー牛山　荘司礼子　　鈴木泰子　髙野芳樹　　高橋一枝　　高橋博忠
　高山裕美　　瀧川睦子　滝本美奈子　宅野恭平　　田中篤樹　筒井美貴　　内藤典子　　長里美帆
　新岡潤子　　西口啓子　布川耕吉　　野村佳代　　藤原真理　宮下賢一　　宮島桂子　　宮本浩
　森実まり　　山内弘美　八巻昌子　　山田和代　　吉川秀隆

　また、第 6号議案で説明があった様に、平成 29年 3月 15日（水）開催の理事会において、新たに「会長」
を設けることが決定し、仲宗根幸子氏が選任されました。

　【会長】（任期：平成 29年 7月 1日〜平成 30年 6月 30日）
　仲宗根幸子（兼副理事長）

2. 常任委員会委員長選任について

　平成 29年 3月 15日（水）開催の次期正副理事会議において、常任委員会委員長（D12）が選任されま
した。各委員長は 4月 1日より任務を開始しています。

　【常任委員会委員長】（任期：平成 29年 4月 1日〜平成 31年 3月 31日）
　総務委員会：藤原洋二　　　講師委員会：水野義夫　　　組織委員会：金子実由喜
　企画委員会：木下美穂里　　広報委員会：北村智恵　　　財務委員会：山崎比紗子　
　法制委員会：萩原直見　　　教育委員会：小笠原弥生　　スクール委員会：鈴木政信
　国際委員会：髙野恒樹　　　サロン委員会：松浦正広　　プロダクツ委員会：瀧川裕史
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